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新型コロナウイルス収束後の経営状況と課題

〇
期
間　

　

令
和
５
年
６
月
１
日
㈭
～
９
日
㈮

〇
調
査
方
法　

Ｆ
Ａ
Ｘ
お
よ
び
ウ
ェ
ブ

　

フ
ォ
ー
ム
か
ら
の
回
答
受
付

〇
調
査
対
象　

福
井
県
内
商
工
会
議
所
会
員　
　

　

企
業
３
０
０
０
社

〇
回
答
数　

１
０
４
３
社
（
34
・
８
％
）

売
上
高
の
回
復
状
況

　

２
０
１
９
年
同
期
（
コ
ロ
ナ
前
）
の
売
上

高
を
「
１
０
０
％
（
基
準
値
）」
と
し
、
現

在
の
売
上
高
に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
ほ

ぼ
１
０
０
％
」
と
の
回
答
が
38
・
１
％
と
最

も
多
く
、続
い
て
「
80
％
程
度
」
が
31
・
０
％

と
な
っ
た
（
グ
ラ
フ
３
参
照
）。
売
上
の
全

体
の
傾
向
と
し
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
拡
大
前
と
比
較
し
て
、「
80
％
程
度
」

及
び
そ
れ
以
上
に
回
復
し
て
い
る
企
業
が
約

８
割
を
占
め
て
お
り
、
回
復
基
調
に
あ
る
と

言
え
る
。

　

業
種
別
に
み
る
と
、
小
売
業
・
サ
ー
ビ
ス

業
は
「
80
％
程
度
」
及
び
そ
れ
以
下
が
６
割

以
上
を
占
め
て
お
り
、
業
種
に
よ
っ
て
売
上

の
回
復
に
ば
ら
つ
き
が
見
ら
れ
る
。
従
業
員

規
模
別
で
は
、
20
名
以
下
の
企
業
で
売
上
の

回
復
が
遅
れ
て
い
る
。

　

資
金
繰
り
の
状
況
は
、「
変
わ
ら
な
い
」

と
の
回
答
が
48
・
９
％
と
約
半
数
を
占
め
た

一
方
、「
苦
し
い
」「
や
や
苦
し
い
」
と
の
回

答
は
あ
わ
せ
て
39
・
０
％
あ
っ
た
。
業
種
別

で
は
、「
製
造
業
」「
小
売
業
」「
サ
ー
ビ
ス
業
」

で
資
金
繰
り
が
「
苦
し
い
」「
や
や
苦
し
い
」

と
の
回
答
が
多
か
っ
た
。

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
資
金
繰
り
対
策

　

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
資
金
繰
り
対
策
と
し

て
は
、「
補
助
金
・
助
成
金
の
活
用
」
と
の

回
答
が
55
・
０
％
と
最
も
多
く
、
半
数
以
上

の
企
業
が
補
助
金
・
助
成
金
を
活
用
し
て
い

る
。
事
業
融
資
の
返
済
の
見
通
し
に
つ
い
て

は
、「
今
の
と
こ
ろ
問
題
は
な
い
が
将
来
は

分
か
ら
な
い
」
と
の
回
答
が
35
・
４
％
と
最

も
多
く
、
い
ま
だ
先
行
き
の
不
透
明
感
が
残

る
状
況
で
あ
る
。
従
業
員
規
模
別
で
は
、
20

名
以
下
の
企
業
で
今
後
の
資
金
繰
り
を
不
安

視
す
る
回
答
が
多
い
。

事
業
環
境
の
変
化

　

外
部
環
境
の
変
化
に
つ
い
て
は
、「
仕
入

コ
ス
ト
や
販
売
コ
ス
ト
が
増
加
」が
59
・
０
％

と
最
も
多
く
、「
同
業
者
の
撤
退
・
廃
業
」「
業

界
内
の
競
争
が
激
化
」「
他
業
種
か
ら
の
参

入
が
増
加
」
な
ど
の
回
答
も
あ
り
、
新
型
コ

ロ
ナ
を
き
っ
か
け
に
企
業
や
業
界
を
取
り
巻

く
事
業
環
境
の
変
化
が
伺
え
る
。
ま
た
、
内

部
環
境
の
変
化
に
つ
い
て
は
、「
オ
ン
ラ
イ

ン
会
議
導
入
・
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
」
が
25
・

２
％
、続
い
て
「
就
業
規
則
の
見
直
し
」「
自

社
の
事
業
領
域
の
縮
小
」
な
ど
、
新
型
コ
ロ

ナ
に
対
応
し
た
働
き
方
や
事
業
領
域
の
変
化

が
伺
え
る
。

コ
ロ
ナ
収
束
を
見
据
え
た
取
り
組
み

　
「
人
材
確
保
や
育
成
」
と
の
回
答
が
最
も

多
く
46
・
１
％
、
続
い
て
「
原
材
料
高
に
対

す
る
価
格
転
嫁
」
が
40
・
１
％
、「
受
注
・

販
売
量
の
拡
大
」
が
33
・
７
％
と
な
っ
た
。

ほ
か
に
も
「
賃
上
げ
対
応
」
や
「
従
業
員
の

職
場
定
着
」
と
い
っ
た
回
答
も
あ
り
、
人
材

に
対
す
る
投
資
に
関
心
が
高
い
こ
と
が
伺
え

る
。そ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
実
施
す
る
上
で
、

商
工
会
議
所
や
行
政
に
求
め
る
施
策
に
つ
い

て
は
、「
補
助
金
制
度
の
拡
充
」
が
51
・
９
％

と
最
も
多
く
、
新
た
な
取
り
組
み
を
強
化
す

る
た
め
に
は
引
き
続
き
補
助
金
の
ニ
ー
ズ
が

高
い
こ
と
が
伺
え
る
。

調
査
概
要

業種内訳グラフ1従業員規模内訳グラフ2

n=222n=222

その他 7.8％

5名以下
37.7％

201名以上
3.7％

101～200名
4.0％

51～
100名
6.8％

サービス業
25.5％

建設業
14.3％

小売業
17.7％

21～50名
15.6％

卸売業
11.6％

製造業
23.1％

6～20名
32.2％

コロナ禍における資金繰り対策 （複数回答）グラフ5
補助金・助成金の活用
金融機関からの融資
経費や在庫の削減

仕入先や販売先の見直し・開拓
役員や親族からの借り入れ

新商品・サービスの開発や提供
人員の削減

定期預金や運用資産の現金化
不採算事業の縮小

売掛回収期間・方法の見直し
不要資産・遊休資産の売却

その他
特になし

55.0％
43.5％

29.8％
12.3％
10.3％
10.3％
8.9％
8.7％

5.8％
3.4％
2.2％
1.8％

20.0％
（％）0 10 20 30 40 50 60

外部環境の変化 （複数回答）グラフ6

仕入コストや販売コストが増加

消費者の購買行動やニーズが変化

販売先からの発注量やニーズが変化

同業者の撤退・廃業

業界内の競争が激化

他業種からの参入が増加

その他

大きな変化なし

59.0％

32.2％

25.6％

18.0％

15.7％

5.2％

2.3％

16.8％
（％）0 10 20 30 40 50 60

今後強化する取り組み （複数回答）グラフ8
人材確保や育成

原材料高に対する価格転嫁
受注・販売量の拡大

賃上げ対応
従業員の職場定着

新技術・新商品・新サービスの開発
IT・DX化の推進

設備投資
財務基盤の強化

SDGsやサステナビリティ
BCP（事業継続計画）の見直し･策定

海外展開
その他
特になし

0 10 20 30 40 50（％）

46.1％
40.1％

33.7％
26.2％

21.9％
20.0％
18.7％

16.1％
14.8％

7.9％
7.7％

3.5％
1.3％

12.5％

新型コロナ前後における資金繰りの状況グラフ4

苦しい
14.2％

やや良い
7.9％

良い　4.2％

やや苦しい
24.8％変わらない

48.9％

新型コロナ前後における売上高の状況グラフ3

60%程度
11.7％

120%程度
9.3％

80%程度
31.0％

ほぼ100%
38.1％

40%程度・以下
6.3％

140%程度
1.3％

150%程度・以下
2.3％

お
問
合
せ
先

　

福
井
商
工
会
議
所　

創
業
・
経
営
支
援
課

０
７
７
６（
33
）８
２
８
３

（％）

内部環境の変化 （複数回答）グラフ7

オンライン会議導入・デジタル化推進

就業規則の見直し

自社の事業領域の縮小

働き方の多様化（在宅勤務の導入など）

自社の事業領域の拡大

ＢＣＰ（事業継続計画）の見直し・策定

省人化・省力化の推進（機械設備の導入など）

その他

大きな変化なし

25.2％

15.8％

14.2％

13.3％

12.5％

10.6％

9.8％

1.7％

38.9％
0 5 10 15 20 25 30 35 40


